(様式第4-1号)　 

	事業全体の実施方針

	本事業は、事業目的に示すとおり、汚泥脱水設備等改築更新、消化ガスの有効利用事業、地域バイオマス受入事業、汚泥処理施設の維持管理・運営を一体的に行うことにより、①汚泥処理の最適化並びに②汚泥処理コストの縮減を図るものである。
本事業目的を踏まえ、応募者が考える事業全体の実施方針や最適スキーム・効果、また、その効果を最大限発揮するための創意工夫等について記述すること。
また、各構成企業間の役割分担・連携体制や事業期間にわたり一体事業を円滑に遂行するための工夫等を記述すること。
注）各提案項目との整合を図ること。
A3×3枚以内にまとめること。



 (様式第4-2号)　 
	含水率の低減に寄与する脱水技術

	汚泥脱水機に対して、難脱水性汚泥の含水率を効果的に低減するための機種選定（台数、能力、含水率）や薬品選定の考え方について記述すること。
また、汚泥脱水設備等の更新にあたり、電力・薬品使用量を低減できる工夫があれば記述すること。
注）A3×3枚以内にまとめること。



（様式第4-3号) 
	汚泥脱水設備等の段階的更新計画

	現在供用中の汚泥脱水設備等を段階的に更新するにあたって、下記の項目について記述すること。
1 既設機器の経過年数や機器の状態を考慮した更新スケジュール
2 工事期間中の汚泥処理能力確保を考慮した更新方法（切替手順や仮設等）
3 維持管理性を考慮した配置計画
4 工事期間中における安全管理に関する創意工夫等その他特筆すべき提案事項
注）A3×3枚以内にまとめること。



(様式第4-4号) 
	安定的・効率的な汚泥処理施設の運転や管理体制

	季節により変動する発生汚泥量や汚泥性状に対する汚泥処理施設（汚泥脱水設備等及び汚泥処理設備等）の運転方法の工夫について記述すること。
また、安定的・効率的な処理を継続して行うための管理体制や保守点検計画、汚泥脱水設備等における修繕計画の考え方その他有益と考える工夫等について記述すること。
注）A3×3枚以内にまとめること。



(様式第4-5号)　 
	不測の事態の想定に対する取組み

	自然災害時、緊急故障時等不測の事態が発生した場合における管理体制や対応方法（消化ガス有効利用事業は除く。）、本市との連携方法等について記述すること。
注）A3×3枚以内にまとめること。



(様式第4-6号)　 
	維持管理費の低減に対する取組み

	維持管理費（本市過去実績）に対する低減や、目標耐用年数を考慮した計画を記述すること。
注）A3×3枚以内にまとめること。

また、維持管理費算出根拠として別紙-1（維持管理費・温室効果ガス計算書）を基に以下のものを添付すること。
・別紙1-1_計算書
・別紙1-2_提案書（維持管理費低減に対する取組み）


(様式第4-7号)　 
	消化ガス発生量増加及び汚泥処理施設
への影響を考慮した、下水汚泥に好適なバイオマスの選定

	消化ガス発生量増加及び汚泥処理施設（汚泥脱水設備等及び汚泥処理設備等）への影響を考慮した、下水汚泥に好適なバイオマスの選定にあたって、下記の項目について記述すること。
1 バイオマス受入設備の主要機器構成・配置計画
2 現時点で想定している排出事業者（企業名までは問わない）
3 排出事業者別のバイオマスの種類、量
4 汚泥処理に「好適」の確認方法
　　また、バイオマスを受け入れた場合における後段の汚泥処理施設（汚泥脱水設備等及び汚泥処理設備等）に与える影響（好影響の場合：効果（期待値）、悪影響の場合：必要な対策）を記載すること。
注）A3×3枚以内にまとめること。




(様式第4-8号) 　 
	バイオマス受入事業の維持管理・運営計画

	バイオマスの受入並びに汚泥処理施設（汚泥脱水設備等及び汚泥処理設備等）の維持管理事業者との連携体制、バイオマス受入設備の維持管理・運営計画（修繕計画含む）の考え方について記載すること。
　　また、バイオマス受入事業の事業収支計画、事業期間を通じて想定されるリスク、その対応方法、その他受入事業を民営事業として運営するにあたり、セルフモニタリングをはじめとする維持管理水準の向上に関して有益な工夫等があれば記載すること。
注）A3×3枚以内にまとめること。




(様式第4-9号)　 
	事業期間における消化ガス有効利用事業への取組み

	消化ガスの有効利用方法、想定利用量、主要機器構成・配置計画について記載すること。
また、本市としてのPR効果や事業期間を通じた本市のPR施策への協力等について記載すること。
注）A3×3枚以内にまとめること。




(様式第4-10号)　 
	消化ガス有効利用事業の維持管理・運営計画

	消化ガス有効利用事業の事業収支計画・利用計画、事業期間を通じて想定されるリスク、その対応方法、その他消化ガス有効利用を民営事業として運営するにあたり、セルフモニタリングをはじめとする維持管理水準の向上に関して有益な工夫等があれば記載すること。
注）A3×3枚以内にまとめること。




(様式第4-11号)  
	CO2削減への取組み

	本事業におけるCO2削減への取組みについて記載すること。
　　　
注）A3×1枚以内にまとめること。

また、CO2削減算出根拠として別紙-1（維持管理費・温室効果ガス計算書）を基に以下のものを添付すること。
・別紙1-1_計算書
・別紙1-3_提案書（CO2削減への取組み）



(様式第4-12号)　 
	市への収入効果

	１．消化ガス購入単価
　消化ガス有効利用事業での消化ガス購入単価は、　　　　　　　円/Ｎｍ3である
（消化ガス購入単価は小数点第1位まで表示すること。）

２．消化ガス購入予定量
　消化ガス有効利用事業での消化ガス購入予定量は、　　　　　　　Ｎｍ3/年である。
（消化ガス購入予定量は整数値で表示すること。）
３．消化ガス購入予定額
　消化ガス有効利用事業での消化ガス購入予定額は、　　　　　　　円/年である。
（消化ガスの購入予定額は整数値で表示すること。）

　　　※全て税抜価格とすること。



�汚泥処理設備等でしょうか、又は汚泥処理施設でそうか。汚泥処理設備の定義が要求水準等にありません。





